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令和３年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

の審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

第３条第１項及び第２２条第１項の規定により審査に付された令和３年

度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について、審査を終了し

たので次のとおり意見を提出する。
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令和３年度決算に基づく健全化判断比率審査意見

第１ 審査の対象

令和３年度決算に基づく健全化判断比率

第２ 審査の期間

令和４年８月１６日から９月１２日まで

第３ 審査の方法

審査は、「廿日市市監査委員条例」、「廿日市市監査基準」及び「実施要領」によ

り実施した。実施に当たっては、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類が、関係法令に基づいて適正に作成されているかどう

かを主眼として、それらの計数を、関係諸帳簿及び証拠書類等の提出を求めて照合確

認するとともに、関係職員の説明を聴取する等により実施した。

第４ 審査の結果

１ 総括意見

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも適正に作成されているものと認められた。

なお、健全化判断比率は、次のとおりである。

２ 個別意見

(1) 実質赤字比率について

令和３年度決算において、実質収支は黒字となっているため、実質赤字比率は生

じていない。

(2) 連結実質赤字比率について

令和３年度決算において、連結実質収支は黒字となっているため、連結実質赤字

比率は生じていない。

(3) 実質公債費比率について

令和３年度決算において、実質公債費比率（3カ年平均）は 5.0％で、早期健全

健全化判断比率 令和３年度 令和２年度
令和３年度

早期健全化基準
備 考

実質赤字比率 － ％ － ％ 11.79％

連結実質赤字比率 － ％ － ％ 16.79％

実質公債費比率 5.0％ 4.6％ 25.0％

将来負担比率 74.0％ 80.7％ 350.0％
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化基準の 25.0％を下回っており、前年度と比較して 0.4ポイント増加している。

これは、令和３年度の単年度比率が5.4％となり、平成30年度の単年度比率と比

較して1.1ポイント上回ったことによるものである。

なお、令和３年度の単年度比率は、分母である標準財政規模が増加したものの、

合併特例債などの償還が始まったことなどに伴い元利償還金が増加したことなどに

より、実質公債費比率算定上の分子である実質公債費が増加したこともあり、令和

２年度と比較して増減はなかった。

(4) 将来負担比率について

令和３年度決算において、将来負担比率は 74.0％で、早期健全化基準の

350.0％を下回っており、前年度と比較して 6.7ポイント減少している。

これは、将来負担額について、地方債の現在高が増加したものの、一般会計等以

外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰入れ見込額が

減少したことが主な要因である。

また、将来負担額から控除されるものとして、財政調整基金など地方債の償還額

等に充当可能な基金の残高が増加したことも将来負担比率減少の要因となっている。
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令和３年度決算に基づく資金不足比率審査意見

第１ 審査の対象

次の会計の令和３年度決算に基づく資金不足比率

廿日市市水道事業会計

廿日市市下水道事業会計

廿日市市国民宿舎事業会計

第２ 審査の期間

令和４年８月１６日から９月１２日まで

第３ 審査の方法

審査は、「廿日市市監査委員条例」、「廿日市市監査基準」及び「実施要領」によ

り実施した。実施に当たっては、市長から提出された各公営企業会計の資金不足比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、関係法令に基づいて適正に作成さ

れているかどうかを主眼として、それらの計数を、関係諸帳簿及び証拠書類等の提出

を求めて照合確認するとともに、関係職員の説明を聴取すること等により実施した。

第４ 審査の結果

１ 廿日市市水道事業会計

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、い

ずれも適正に作成されているものと認められた。

なお、令和３年度決算において資金不足は生じていない。

２ 廿日市市下水道事業会計

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、い

ずれも適正に作成されているものと認められた。

なお、令和３年度決算において資金不足は生じていない。

区 分 令和３年度 令和２年度 経営健全化基準 備 考

資金不足比率 － ％ － ％ 20％

区 分 令和３年度 令和２年度 経営健全化基準 備 考

資金不足比率 － ％ － ％ 20％
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３ 廿日市市国民宿舎事業会計

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、い

ずれも適正に作成されているものと認められた。

なお、令和３年度決算において資金不足は生じていない。

区 分 令和３年度 令和２年度 経営健全化基準 備 考

資金不足比率 － ％ － ％ 20％
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参考資料１ 実質赤字比率の対前年度比較表

令和３年度 令和２年度 増 減

ア  一 　 　般 　　 会 　　 計 900,746 114,494 786,252

イ 一般会計等に属する特別会 計 19,063 23,541 △ 4,478

漁 港 管 理 特 別 会 計 15,002 15,797 △ 795

墓 地 管 理 事 業 特 別 会 計 0 0 0

港 湾 管 理 事 業 特 別 会 計 0 3,942 △ 3,942

市 営 住 宅 事 業 特 別 会 計 4,061 3,802 259

宮 島 水 族 館 事 業 特 別 会 計 0 0 0

一般会計等の実質収支額の合計
（ア＋イ）

エ 標 準 財 政 規 模 30,285,929 28,807,037 1,478,892

－ ％ － ％ －

※実質収支額が黒字である場合は、「－」で表示している。

（単位：千円）

実 質 収 支 額

実質赤字比率
 ウ／エ

区 分

ウ 919,809 138,035 781,774
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参考資料２ 連結実質赤字比率の対前年度比較表

令和３年度 令和２年度 増 減

ア 一般会計等の実質収支額の合計 919,809 138,035 781,774

イ
一般会計等以外の特別会計のう
ち公営企業に係る特別会計以外
の特別会計に係る実質収支額

445,590 405,078 40,512

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 174,211 90,766 83,445

介 護 保 険 特 別 会 計 264,322 308,364 △ 44,042

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 7,057 5,948 1,109

ウ
公営企業会計の資金不足額又は
資金剰余額

4,112,375 4,235,496 △ 123,121

水 道 事 業 会 計 3,147,913 3,311,917 △ 164,004

下 水 道 事 業 会 計 346,954 293,487 53,467

国 民 宿 舎 事 業 会 計 617,508 630,092 △ 12,584

連 結 実 質 収 支 額
（ア＋イ＋ウ）

オ 標 準 財 政 規 模 30,285,929 28,807,037 1,478,892

－ ％ － ％ －

※連結実質収支額が黒字である場合は、「－」で表示している。

（単位：千円）

区 分

連結実質赤字比率 
エ／オ

エ 5,477,774 4,778,609 699,165
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参考資料３ 実質公債費比率の対前年度比較表

ア 地方債の元利償還金 5,178,590 4,957,038 221,552 4,381,082 4,590,800

イ 準元利償還金 1,476,593 1,568,253 △ 91,660 1,557,190 1,456,273

ウ
基準財政需要額に算
入された公債費及び
準公債費

5,300,867 5,243,133 57,734 4,956,426 5,086,332

エ 標準財政規模 30,285,929 28,807,037 1,478,892 27,722,626 27,622,124

1,354,316 1,282,158 72,158 981,846 960,741

24,985,062 23,563,904 1,421,158 22,766,200 22,535,792

5.0％ 4.6％ 4.7％ 5.6％

(元～3年度) (30～2年度) (29～元年度) (28～30年度)

（単位：千円）

（Ａ）　ア＋イ－ウ

（Ｂ）　エ－ウ

実質公債費比率

(単年度）

（Ａ）／（Ｂ）

区 分 令和３年度 令和２年度 増 減 令和元年度 平成30年度

5.4％ 5.4％ 0.0 4.3％ 4.3％

実質公債費比率
（３カ年平均）

0.4
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参考資料４ 将来負担比率の対前年度比較表

令和３年度 令和２年度 増 減

ア 一般会計等に係る地方債の現在高 71,552,496 71,205,757 346,739

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 187,469 192,661 △ 5,192

ウ
一般会計等以外の特別会計に係る地
方債の償還に充てるための一般会計
等からの繰入見込額

23,238,752 23,668,115 △ 429,363

エ
組合又は地方開発事業団が起こした
地方債の償還に係る地方公共団体の
負担見込額

0 0 0

オ
退職手当支給予定額に係る一般会計
等負担見込額

7,413,657 7,520,778 △ 107,121

カ
設立法人の負債の額等に係る一般会
計等負担見込額

0 0 0

キ 連結実質赤字額 0 0 0

ク
組合等の連結実質赤字額に係る一般
会計等負担見込額

0 0 0

102,392,374 102,587,311 △ 194,937

ケ
地方債の償還額等に充当可能な基金
の残高の合計額

11,767,247 10,313,032 1,454,215

コ
地方債の償還額等に充当可能な特定
の歳入

7,511,238 8,233,060 △ 721,822

サ
地方債の償還等に要する経費として
基準財政需要額に算入されることが
見込まれる額

64,624,202 65,004,975 △ 380,773

83,902,687 83,551,067 351,620

シ 標準財政規模 30,285,929 28,807,037 1,478,892

ス
基準財政需要額に算入された公債費
及び準公債費

5,300,867 5,243,133 57,734

24,985,062 23,563,904 1,421,158

74.0％ 80.7％ △ 6.7

（単位：千円）

区 分

（Ａ）　ア～クの合計

（Ｂ）　ケ～サの合計

（Ｃ）　シ－ス

将来負担比率 〔（Ａ）－（Ｂ）〕／（Ｃ）
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参考資料５ 資金不足比率の対前年度比較表

(1)  法適用企業 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増 減

資金不足額又は
資金剰余額 （ア）

△ 3,147,913 △ 3,311,917 164,004

事業の規模 （イ） 2,213,818 2,110,394 103,424

資金不足比率
      (ア)/ (イ)

－ ％ － ％ －

資金不足額又は   
資金剰余額 （ア）

△ 346,954 △ 293,487 △ 53,467

事業の規模 （イ） 1,638,237 1,601,342 36,895

資金不足比率
      (ア)/ (イ)

－ ％ － ％ －

資金不足額又は   
資金剰余額 （ア）

△ 617,508 △ 630,092 12,584

事業の規模 （イ） 50,055 54,005 △ 3,950

資金不足比率
      (ア)/ (イ)

－ ％ － ％ －

※資金不足額又は資金剰余額（ｱ）が△の場合、資金剰余額となる。

※資金不足比率は、資金不足額がない場合は、「－」で表示している。

区 分

水 道 事 業 会 計

下水 道 事 業 会 計

国民宿舎事業会計
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